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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期

第２四半期連結
累計期間

第73期
第２四半期連結
累計期間

第72期
第２四半期連結
会計期間

第73期
第２四半期連結
会計期間

第72期

会計期間

自　平成20年  12
月１日

至　平成21年  ５
月31日

自　平成21年  12
月１日 

至　平成22年  ５
月31日

自　平成21年   
３月１日

至　平成21年   
５月31日

自　平成22年   
３月１日 

至　平成22年   
５月31日

自　平成20年  12
月１日

至　平成21年  11
月30日

売上高 (千円) 22,218,67221,845,02211,649,74711,715,99045,384,196

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △1,634,656436,316△287,493 369,182△1,530,499

四半期純利益
又は四半期(当期)
純損失(△)

(千円) △1,629,270414,080△272,861 341,339△1,631,246

純資産額 (千円) ― ― 7,200,9768,104,4937,528,007

総資産額 (千円) ― ― 34,346,01832,932,88433,581,446

1株当たり純資産額 (円) ― ― 452.05 474.92 443.50

1株当たり四半期
純利益金額又は1株
当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △102.28 25.99 △17.13 21.43 △102.40

潜在株式調整後1株
当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 21.0 23.0 21.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △804,746 559,114 ― ― △234,743

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △418,865△226,852 ― ― △600,396

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △382,509△397,948 ― ― △367,497

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残
高

(千円) ― ― 3,763,2014,100,7494,166,543

従業員数 (名) ― ― 1,527 1,308 1,339

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年５月31日現在

従業員数(名) 1,308

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年５月31日現在

従業員数(名) 957

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

建材部門

内装材 2,158,736 △4.6

外装材 154,724 71.1

住宅機器他 1,425,788 △3.0

小計 3,739,249 △2.2

繊維板部門 510,231 4.3

合板部門 1,652,816 △11.9

合計 5,902,297 △4.6

(注) 金額は製品製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当グループの生産は主に見込生産を行っているため、記載を省略しています。
　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

建材部門

内装材 3,372,711 △5.5

外装材 316,043 12.1

住宅機器他 3,120,848 △0.8

小計 6,809,603 △2.7

繊維板部門 738,574 △12.5

合板部門 4,113,544 9.8

住宅関連工事部門 54,268 △10.1

合計 11,715,990 0.6

(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

三井住商建材㈱ 4,635,596 39.8 4,523,401 38.6

丸紅建材㈱ － － 1,466,575 12.5

丸紅㈱ 1,334,388 11.5 1,308,085 11.2

　　(注)　前第２四半期連結会計期間の丸紅建材㈱は、当該比率が100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。

　

２ 【事業等のリスク】

(1) 　当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前連結会計年度の
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有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

(2) 継続企業の前提に関する重要事象等

当グループは、近年の新設住宅着工戸数の低迷や、建築基準法改正の影響、米国サブプライム問題

に端を発する国内外の急速な景況感の悪化などを背景とする住宅需要低迷により、前連結会計年度

において売上高が大幅に減少（前期比25.2％減）し、4期連続して営業損失を計上することとなりま

した。

　これらの状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　なお、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（5）継続企業の前提に関す

る事項の対応策について」に記載のとおり、当第２四半期連結会計期間において、継続企業の前提に

関する重要な不確実性が解消されたものと判断し、「継続企業の前提に関する注記」の記載を解消

することといたしました。
　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）
が判断したものであります。

　

(1) 財政状態の分析

①　流動資産

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、19,836百万円となり、前連結会計年度末に
比べ670百万円減少しました。
　その主な要因は、現金及び預金65百万円の減少、売上高の減少による売上債権の減少391百万円、棚卸
資産49百万円の減少、その他に含まれる未収入金155百万円の減少などによるものです。
　

②　固定資産

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、13,096百万円となり、前連結会計年度末に
比べ21百万円増加しました。
　その主な要因は、減価償却費等による有形固定資産の減少262百万円、海外関係会社の業績回復によっ
て持分法投資利益を計上したことによる投資有価証券284百万円の増加などによるものです。
　

③　流動負債

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、18,397百万円となり、前連結会計年度末に
比べ807百万円減少しました。
　その主な要因は、支払債務の減少30百万円、子会社石巻合板工業㈱の退職金の支払等による未払金の
758百万円の減少、その他に含まれる未払消費税74百万円の減少などによるものです。
　

④　固定負債

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、6,430百万円となり、前連結会計年度末に
比べ417百万円減少しました。
　その主な要因は、長期借入金307百万円の減少や、長期未払金88百万円の減少によるものです。
　

⑤　純資産

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、8,104百万円となり、前連結会計年度末の純
資産と比べ576百万円増加しました。
  その主な要因は、四半期純利益による利益剰余金414百万円の増加によるものです。
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(2) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間（平成22年3月～平成22年5月）における国内経済は、緊急経済対策等によ

り景気に一部持ち直しの兆しが見られたものの、雇用や所得環境の悪化による個人消費の冷え込みが続

きました。 

  また当業界におきましては、住宅版エコポイント制度や住宅購入時の非課税枠拡大など政府の需要喚

起策もあり持ち家の着工戸数に回復の兆しが見受けられ、また合板相場も持ち直すなど好材料もありま

したが、未だ住宅需要の本格的な回復には至らず、依然として住宅着工戸数が低水準で推移する厳しい事

業環境が続きました。 

このような厳しい環境のもと、デザインなどの意匠性や、耐傷性、施工性に配慮し、健康志向に対応した

シリーズ「アトリア」の積極的な展開をはかるとともに、昨年市場に投入した高級突板フロア「ナチュ

ラルフェイス」、防音や床暖房、リフォーム、ペット共生住宅などにも対応する化粧シートフロア「ネク

シオ」、高齢化社会に対応したユニバーサルデザインドア「ケアシスト」など新製品の拡販に努めまし

た。また、環境配慮型商品の品揃え拡充や販売力強化などへ取り組むとともに、コスト削減による競争力

の強化、提案営業の強化等によりシェアの確保に努めてまいりました。この結果、住宅需要低迷に伴う販

売数量の減少及び販売価格の低下から繊維板部門売上高が減少したものの、合板相場の持ち直しによる

合板部門の売上高の増加もあり、当第２四半期連結会計期間の売上高は11,715百万円（前年同期は

11,649百万円）となりました。

また損益面につきましては、合板業を営む子会社を含め昨年実施した大幅な固定費削減や各種施策に

よる低コスト化が奏功し利益体質へ転換したことや、海外の関連会社の業績も寄与したことなどから、営

業利益315百万円（前年同期は営業損失327百万円）、経常利益369百万円（前年同期は経常損失287百万

円）、四半期純利益341百万円（前年同期は四半期純損失272百万円）となり、前第２四半期連結会計期間

に比べ大幅な改善となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ129百

万円減少し、4,100百万円となりました。 

　各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

　営業活動におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益は391百万円となり、減価償却費の

計上による239百万円の増加、売上債権の増加による178百万円の減少、仕入債務の減少等による1,063百

万円の減少、たな卸資産の減少による255百万円の増加、その他218百万円の増加などの要因から、296百万

円の支出（前年同期は778百万円の支出）となりました。 

　投資活動におけるキャッシュ・フローは、設備投資など有形固定資産の取得による166百万円の減少な

どの要因から、183百万円の支出（前年同期は190百万円の支出）となりました。 

　また、財務活動におけるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加による648百万円の増加や、長期借入

金の返済による291百万円の減少などの要因から、350百万円の収入（前年同期は609百万円の収入）とな

りました。 

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。
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(5) 継続企業の前提に関する事項の対応策について

「２　事業等のリスク　(2)継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のある通り、当グループには継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当該状況を解消すべく、当グループは早期の業績改善と財務基盤の強化をはかるため、前連結会計年度

に大幅な固定費削減等による利益体質への転換を実施し、また当期も引続き徹底した経費削減に取り組

むとともに、部門別採算管理の強化、コスト競争力の強化、製品競争力の強化、営業機能の強化、在庫管理

の徹底など各種施策を実施し、収益力の向上と財務体質の強化に努めております。 

　この結果、固定費が大幅に削減され損益分岐点売上高も大幅に低下し、業績の回復傾向が鮮明となった

ことから、当第2四半期連結会計期間において、継続企業の前提に関する重要な不確実性が解消されたも

のと判断し、「継続企業の前提に関する注記」の記載を解消することといたしました。 

　

(6) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は45百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却につ

いて、重要な変更及び重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,303,200

計 68,303,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年７月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,339,20017,339,200
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数　100株

計 17,339,20017,339,200― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年５月31日 ─ 17,339,200 ─ 2,141,000 ─ 1,587,822

　

　

(6) 【大株主の状況】

平成22年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

野　田　有　一 東京都世田谷区 2,828 16.3

野　田　周　子 東京都世田谷区 1,022 5.9

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１－２－１ 690 4.0

株式会社静岡銀行 静岡市葵区呉服町１－10 640 3.7

野　田　はつ江 東京都千代田区 635 3.7

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重州１－２－１ 566 3.3

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 562 3.2

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 544 3.1

浦　田　金　吾 横浜市栄区 510 2.9

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 484 2.8

計 ― 8,484 48.9

(注)　上記の大株主は、自己株式(1,409千株、所有株式数の割合8.1％)は除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式
　　　　1,409,600

― （注）１

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　 15,929,400

159,294（注）２

単元未満株式
普通株式
　　　　      200　　　

― ─

発行済株式総数 17,339,200― ―

総株主の議決権 ― 　　　 159,294 ―

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,900株(議決権19個)含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ノダ

東京都台東区浅草橋
５－１３－６

1,409,600─ 1,409,600 8.1

計 ― 1,409,600─ 1,409,600 8.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年12月 平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 180 207 180 183 222 198

最低(円) 153 145 159 160 176 161

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年3月1日から平成21年5月31日まで)及び前第２四半期連結累計

期間(平成20年12月1日から平成21年5月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四

半期連結会計期間(平成22年3月1日から平成22年5月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年12

月1日から平成22年5月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年3月1日

から平成21年5月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年12月1日から平成21年5月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年3月1日から平成22年5月31日まで)及

び当第２四半期連結累計期間(平成21年12月1日から平成22年5月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、平成22年７月１日付けで有限責任監査法人に移行したことにより、名称が有限

責任あずさ監査法人に変更されました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,278,749 4,344,543

受取手形及び売掛金 ※2
 5,816,209

※2
 6,208,128

製品 6,328,820 6,355,806

仕掛品 1,347,662 1,364,690

原材料及び貯蔵品 1,488,744 1,494,121

その他 576,746 739,653

貸倒引当金 △600 △600

流動資産合計 19,836,332 20,506,343

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,898,394

※1
 1,896,052

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 2,482,260

※1
 2,775,292

工具、器具及び備品（純額） ※1
 109,453

※1
 117,777

土地 4,468,578 4,468,578

リース資産（純額） ※1
 111,382

※1
 88,905

建設仮勘定 16,084 2,379

有形固定資産合計 9,086,153 9,348,986

無形固定資産

リース資産 5,066 5,713

その他 40,953 41,544

無形固定資産合計 46,020 47,257

投資その他の資産

投資有価証券 3,231,014 2,946,112

長期貸付金 84,668 90,744

その他 651,694 645,001

貸倒引当金 △3,000 △3,000

投資その他の資産合計 3,964,377 3,678,858

固定資産合計 13,096,551 13,075,102

資産合計 32,932,884 33,581,446
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,393,792 7,423,847

短期借入金 9,485,848 9,476,282

未払法人税等 45,836 59,476

その他 1,472,113 2,245,462

流動負債合計 18,397,590 19,205,069

固定負債

社債 70,000 70,000

長期借入金 1,209,594 1,517,204

長期未払金 － 88,320

リース債務 87,538 74,175

繰延税金負債 320,212 336,420

退職給付引当金 4,385,944 4,406,180

役員退職慰労引当金 357,510 356,070

固定負債合計 6,430,800 6,848,370

負債合計 24,828,390 26,053,439

純資産の部

株主資本

資本金 2,141,000 2,141,000

資本剰余金 1,587,822 1,587,822

利益剰余金 4,777,456 4,363,376

自己株式 △755,068 △755,068

株主資本合計 7,751,210 7,337,130

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 71,038 91,587

繰延ヘッジ損益 1,208 △523

為替換算調整勘定 △258,134 △363,362

評価・換算差額等合計 △185,887 △272,298

少数株主持分 539,169 463,175

純資産合計 8,104,493 7,528,007

負債純資産合計 32,932,884 33,581,446
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年５月31日)

売上高 22,218,672 21,845,022

売上原価 18,252,672 16,509,665

売上総利益 3,966,000 5,335,356

販売費及び一般管理費 ※1
 5,525,456

※1
 4,943,822

営業利益又は営業損失（△） △1,559,456 391,534

営業外収益

受取利息 9,354 7,833

受取配当金 11,342 10,016

受取保険金 24,522 16,575

為替差益 16,344 1,983

持分法による投資利益 39,433 156,061

その他 23,640 28,651

営業外収益合計 124,638 221,121

営業外費用

支払利息 118,449 107,782

売上割引 15,344 16,383

売上債権売却損 49,312 41,430

その他 16,731 10,743

営業外費用合計 199,838 176,340

経常利益又は経常損失（△） △1,634,656 436,316

特別利益

保険差益 － 24,075

補助金収入 39,063 －

その他 － ※2
 27,720

特別利益合計 39,063 51,795

特別損失

固定資産除却損 7,915 5,792

減損損失 5,287 －

その他 2,000 －

特別損失合計 15,202 5,792

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,610,795 482,319

法人税、住民税及び事業税 19,925 21,479

法人税等調整額 △1,450 △3,694

法人税等合計 18,474 17,784

少数株主利益 － 50,453

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,629,270 414,080
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

売上高 11,649,747 11,715,990

売上原価 9,295,705 8,831,753

売上総利益 2,354,042 2,884,237

販売費及び一般管理費 ※1
 2,681,093

※1
 2,569,026

営業利益又は営業損失（△） △327,050 315,211

営業外収益

受取利息 4,068 4,332

受取保険金 6,067 7,947

為替差益 10,876 －

持分法による投資利益 100,181 110,017

その他 15,936 19,369

営業外収益合計 137,130 141,666

営業外費用

支払利息 61,445 51,911

売上割引 7,112 7,993

売上債権売却損 24,371 21,309

その他 4,643 6,480

営業外費用合計 97,573 87,694

経常利益又は経常損失（△） △287,493 369,182

特別利益

補助金収入 39,063 －

その他 － ※2
 27,720

特別利益合計 39,063 27,720

特別損失

固定資産除却損 7,915 5,792

減損損失 5,287 －

その他 2,000 －

特別損失合計 15,202 5,792

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△263,632 391,110

法人税、住民税及び事業税 10,322 10,931

法人税等調整額 △1,093 △3,405

法人税等合計 9,229 7,525

少数株主利益 － 42,245

四半期純利益又は四半期純損失（△） △272,861 341,339
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,610,795 482,319

減価償却費 547,885 475,308

減損損失 5,287 －

補助金収入 △39,063 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,306 1,440

固定資産除却損 7,915 5,792

受取利息及び受取配当金 △20,696 △17,849

支払利息 118,449 107,782

持分法による投資損益（△は益） △39,433 △156,061

売上債権の増減額（△は増加） 3,111,573 391,919

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,600,947 53,672

仕入債務の増減額（△は減少） △3,457,247 △30,055

未払消費税等の増減額（△は減少） △46,088 △74,380

その他 △879,231 △556,163

小計 △695,192 683,724

利息及び配当金の受取額 35,402 26,117

利息の支払額 △128,035 △114,607

法人税等の支払額 △16,922 △36,119

営業活動によるキャッシュ・フロー △804,746 559,114

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 － △7,935

有形固定資産の取得による支出 △378,410 △204,983

貸付けによる支出 △29,767 △9,999

貸付金の回収による収入 9,368 16,075

その他 △20,056 △20,010

投資活動によるキャッシュ・フロー △418,865 △226,852

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,863 254,085

長期借入れによる収入 280,000 －

長期借入金の返済による支出 △569,124 △552,130

割賦債務の返済による支出 △88,320 △88,320

リース債務の返済による支出 △2,201 △11,584

財務活動によるキャッシュ・フロー △382,509 △397,948

現金及び現金同等物に係る換算差額 44 △107

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,606,076 △65,793

現金及び現金同等物の期首残高 5,369,277 4,166,543

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,763,201

※
 4,100,749
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年12月1日　至　平成22年5月31日)

１　棚卸資産の評価方法

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価
切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

３　経過勘定項目の算定方法

　一部の経過勘定項目については、合理的な算定方法による概算額を計上する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　税引前四半期純利益に重要な税務調整を加えた後の課税所得を基に未払法人税等を算出しております。

　
　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

※１　有形固定資産
          減価償却累計額   28,146,969千円

※２　受取手形割引高 454,837千円
　

※１　有形固定資産
          減価償却累計額 27,782,874千円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　 611,415千円
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(四半期連結損益計算書関係)

  第２四半期連結累計期間
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

　は次のとおりであります。

運賃諸掛 1,608,240千円

役員報酬及び給料手当 1,321,015

賃借料 913,036

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

　 運賃諸掛 1,537,505千円

　 役員報酬及び給料手当 1,270,368

　 賃借料 694,914

　　　　　　　　　　　―――― ※２　特別利益のその他は、第一生命保険の株式会社化に

伴う、株式割当て27,720千円によるものでありま

す。

　

　

  第２四半期連結会計期間
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年３月１日
至  平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

運賃諸掛 799,370千円

役員報酬及び給料手当 636,746

賃借料 442,924

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

　 運賃諸掛 795,687千円

　 役員報酬及び給料手当 651,082

　 賃借料 341,246

　　　　　　　　　　　―――― ※２　特別利益のその他は、第一生命保険の株式会社化に

伴う、株式割当て27,720千円によるものでありま

す。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,941,201千円

預入期間が３か月超の定期預金 △178,000

現金及び現金同等物 3,763,201
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 現金及び預金勘定 4,278,749千円　

　 預入期間が３か月超の定期預金 △178,000　

　 現金及び現金同等物 4,100,749　
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年５月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年12月1日　至

　平成22年５月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 17,339,200

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,409,600

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当グループの事業は「建築用資材の製造、販売及びこれらに関連する事業」と「住宅関連工事事

業」に区分しておりますが、前第２四半期連結会計期間(自　平成21年3月1日　至　平成21年5月31日)

及び当第２四半期連結会計期間(自　平成22年3月1日　至　平成22年5月31日)並びに前第２四半期連結

累計期間（自　平成20年12月1日　至　平成21年5月31日）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年

12月1日　至　平成22年5月31日）において「建築用資材の製造、販売及びこれらに関連する事業」の

連結売上高及び営業利益並びに総資産に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類

別セグメント情報の記載は省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年3月1日　至　平成21年5月31日)及び当第２四半期連結会計

期間(自　平成22年3月1日　至　平成22年5月31日)並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年12

月1日　至　平成21年5月31日）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年12月1日　至　平成22年5月31

日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はあ

りません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年3月1日　至　平成21年5月31日)及び当第２四半期連結会計

期間(自　平成22年3月1日　至　平成22年5月31日)並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年12

月1日　至　平成21年5月31日）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年12月1日　至　平成22年5月31

日）における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年5月31日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

　 　

１株当たり純資産額   474円92銭
　

　 　

１株当たり純資産額 443円50銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日)

１株当たり四半期純損失金額 102円28銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 25円99銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△1,629,270 414,080

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△1,629,270 414,080

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,929 15,929

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年３月１日
至  平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

１株当たり四半期純損失金額 17円13銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　
　

１株当たり四半期純利益金額 21円43銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△272,861 341,339

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△272,861 341,339

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,929 15,929

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年７月15日

株式会社ノダ

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    二　ノ　宮　　隆　雄    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    日　野　原　　克　巳    印
　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ノダの平成20年12月1日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21年

3月1日から平成21年5月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年12月1日から平成21年5月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の平成21年5月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績

並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は３期連続して営業損失を計上し、当第２四半

期連結累計期間においても引き続き営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ている。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年７月15日

株式会社ノダ

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    多　和　田　　英　俊    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    日　野　原　　克　巳    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ノダの平成21年12月1日から平成22年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成22年

3月1日から平成22年5月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年12月1日から平成22年5月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の平成22年5月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績

並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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